


6 埼玉県 深谷市
渋沢記念深谷人
づくり特区

近代日本経済の父渋沢栄一は銀行、株式会
社制度の創始のみならず、教育事業に多大の
功績を今に残している。その生誕地として渋沢
栄一の精神を基盤とし、株式会社による広域通
信制高校を設置して、地域はもとより全国からの
不登校生徒などの教育ニーズに応えると共に、
市民との交流による教育分野での地域活性化を
図る。また、インターネット活用の通信教育、ス
クーリングによる体験学習等を通じ、誰もが高校
教育を受けられる社会環境づくりに努めると共
に、渋沢精神の普及促進により、本市を新しい
人づくりのセンターとして全国的にアピールして
いく。

816
830

・学校設置会社による学
校設置事業
・市町村教育委員会によ
る特別免許状授与事業

第８回

7 千葉県 勝浦市 勝浦市教育特区

勝浦市は、少子高齢化及び人口減少が著し
く、消費市場の縮小や地場産業の後継者不足と
いった地域産業の課題と併せて、学校の統廃合
に起因する遊休教育施設の活用が課題となって
いる。
このため、遊休教育施設を有効活用し、学校設
置会社による広域通信制・単位制高等学校を設
置することにより、全国的に顕在化している不登
校生徒及び高等学校中途退学者の高等学校進
学の機会を充実させ、特区区域内で実施する面
接指導に、地場産業を学ぶ科目を設定し、地域
社会の担い手人材を育成すると共に、住民交流
の促進及び地域経済の活性化を図る。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第５８回

8 東京都 千代田区
キャリア教育推進
特区

千代田区には、日本有数の大企業からなるビ
ジネスの中心地があり、IT産業も集積している。
一方、近年の厳しい経済情勢等により、職業人
に求められる能力は高度化しており、即戦力とし
ての人材が不足している状況である。
そのような状況の中、株式会社による大学・大学
院の設置により、高い専門性を持った人材の輩
出、地元企業との連携の充実などを目指し、地
域経済、産業の活性化や、実学のニーズに応え
る専門教育機関として、教育の多様化を図って
きたが、新たな専攻を設置することで更なるキャ
リア教育の推進を図る。

811
816

・校地面積基準の引き下
げによる大学等設置事業
・学校設置会社による学
校設置事業

第３回

9 東京都 杉並区
クリエイティブ教育
推進特区

杉並区では、ＩＴ技術の高度化や情報化の進展
に伴い、地域、企業におけるＩＴ人材の必要性、
重要性が高まっている。このため、情報処理技
術者試験に係る特例措置を活用し、資格取得の
負担軽減を図る。これにより、合格者の増加が
見込まれ、資格取得を目指す学生及び求職者を
増加させて、地域の活性化を図る。また、若年層
の職業能力開発や進学・就職の支援、区民の生
涯学習への支援も併せて実施し、まちづくりのた
めの人づくりを推進する。

816
・学校設置会社による学
校設置

第７回

10 東京都 八王子市
情報産業人材育
成特区

ソフト系ＩＴ産業が多摩地区では一番多い185社
立地しており、また、21校の大学がキャンパスを
構えている全国有数の学園都市である本市にお
いて、株式会社立大学が開校することで、高度
で最先端の知識と技術を持った人材が育成さ
れ、ＩＴの先端技術に習熟した人材が輩出される
ことにより、地域産業のさらなる活性化を図る。
また、その効果を「学園都市づくり」や「多摩
ニュータウンの再生」「若者の就学、就業の意識
の喚起」などに波及させることを目標としている。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第９回
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11 東京都 立川市

ネット学習（eラー
ニング）事業を活
用したまちづくり特
区

立川市は、交通の要衝や業務核都市としての
特性を活かし、児童等に対する指導教員養成
ニーズの拡大並びに医療制度改革等に伴う人
材の質的向上等、社会的ニーズの増大に応える
責務があると考える。
今回、学校設置会社におけるインターネット等の
みを用いた大学の設置により本課題の解決を図
るものである。
これにより、高度専門職人材の養成に加え、立
川らしさや高い文化性の増進、国際的コミュニ
ケーションの醸成、地域に学術を伝える生活拠
点としての活性化を目指す。

816
832

・学校設置会社による学
校設置
・インターネット大学にお
ける校舎等施設要件の弾
力化

第１６回

12 神奈川県 相模原市
相模原市国際教
育特区

「広い視野で物事を考え、世界の人々と共生で
きる国際人を育成する」ことを目標に、民間企業
の意欲とノウハウ等を活用して学校設置会社に
よる小学校を設置し、原則として各教科（国語科
及び第４学年以上の算数科並びに第４学年以上
の社会科の一部を除く）の授業を外国人の教師
等が英語で行う「英語イマージョン教育」を実施
する。

816 ・学校設置会社による学
校設置

第１３回

13 神奈川県 山北町 山北町教育特区

山北町は大自然と観光資源に恵まれる一方
で、人口減少の下で、農林業から観光関連を中
心としたサービス業にシフトしている。このため、
地域創生を担う人材育成を行うとともに、教育事
業の実施を通じて交流人口の拡大を図り地域経
済の活性化につなげるため、町民の理解を得て
学校設置会社による「通信制高等学校」の設置
を計画した。
特区内で行う面接指導等を通じて、地域の実

情に応じた自然体験（農林業）、就業体験（商
業）、ボランティア活動（福祉産業）等の実習授業
を積極的に取り入れる。
また、通信制高等学校の特性を生かして増加

の傾向にある不登校、学習障害等の生徒をめぐ
る諸課題にも対応し、インクルーシブ教育を積極
的に取り入れ、教育のまち山北を目指す。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第４２回後
半

14 石川県 白山市
美川サイバータウ
ン教育特区

海底ケーブルを地域まで延長し、光ファイ
バー・ケーブルを敷設し、データセンターを設置
する。それらの恵まれた情報通信環境を使って
の遠隔教育を通して、町内外、やがてアジア全
域と広域から生徒を募集し、学習支援を行なうイ
ンターネット高校（広域通信制課程）をはじめ遠
隔教育による生涯学習を通した地域活性化を図
ることとする。それらの過程を通して、高度な教
育を実施していく中で得られる教育的刺激をもた
らし、情報発進力・自己表現力の高い人材の発
掘・育成を核とした地域振興、国際社会で活躍
する人材の育成を目指す。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第４回
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15 愛知県 瀬戸市
瀬戸市国際未来
教育特区

市の政策課題（就業者数･居住者数の増加によ
る地域産業の活性化、次世代の産業や社会・文
化を担うことのできる人材の育成･輩出、市域の
学校跡地及び旧校舎の活用）を解決するため、
本特例措置を活用し、小･中一貫教育を行う学校
と年少児から年長児（３歳児から５歳児）を教育
するプリスクール(企業主導型保育施設)を有す
る幼小中の国際学校「瀬戸ＬＣＡ学園」を設置す
る。
英語教育やＩＣＴ教育などにおいて優れた教育課
程・環境を有する当該学校設置会社が、「瀬戸Ｌ
ＣＡ学園」の特色を生かした地域貢献等を展開
することにより、子育て世代の人口誘因等の効
果を企図している。

816
学校設置会社による学校

設置事業
第５０回

16 愛知県 豊田市 豊田市教育特区

当市人口は、都市部で増加する一方、山間部
では減少している。中山間地域では３年前に高
校の分校が閉校し、子どもたちの進学先の選択
肢が狭まっている現状がある。また、中学校にお
ける不登校生徒数が３％強と、全国平均と比べ
若干多い特徴がある。茨城県で実績のあるルネ
サンス・アカデミー株式会社の運営する通信制
高校を設置することで、中学卒業後の進路の選
択肢を増やすことができ、さらに廃校となった小
学校校舎を地域活動拠点機能、避難所機能を
残しながら活用することにより地域活性化、住民
の安心安全につなげる。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第２６回

17 滋賀県 高島市
高島環の郷教育
特区

豊かな自然環境や地域資源を活用し、循環さ
せ、人々が努力し、協力し作り上げていく地域社
会を「環の郷」と位置づけ、これまで積み上げら
れてきた地域での暮らしやつながりを再生し、循
環する仕組みを構築していくという理念を、開設
を計画している通信制高等学校の教育の中に取
り入れ、不登校や学業不振に悩む生徒にも配慮
した、特色ある体験学習を展開するとともに、現
代社会で失われつつある豊かな自然環境や文
化の中で日本人としての「人間力」を養うことを
目指す。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１４回

18 大阪府
大阪府、大
阪市

大阪市教育特区

株式会社立による通信制高等学校を、交通ア
クセスが充実し、教育機関や企業が集積する大
阪市内に設置することにより、不登校生や高校
を中退した生徒に新たな学習の場を提供し、再
チャレンジするための環境を整備するとともに、
キャリア教育や職業教育等の充実を図る。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第３１回後
半

19 兵庫県 神戸市
国際みなと経済特
区

本特例措置の活用により、国内企業はもとよ
り、外国企業の誘致の促進等を通じて、港湾物
流の活性化を図り、神戸のアイデンティティーで
ある港の再生と港に連なるまちの活性化を加速
させる。本計画の実施に当たっては、特に重要
拠点として①ロジスティクスハブ拠点、②総合静
脈物流拠点、③国際経済拠点、④国際・ビジネ
ス人材育成拠点、の４つの拠点を形成し、神戸
経済の本格的な復興を目指すことで港とその周
辺地域を中心とする地域全体の活性化を図る。

504
512
816

・特定事業等に係る外国
人の入国・在留諸申請優
先処理事業
・地方公共団体の助成等
による外国企業支店等開
設促進事業
・学校設置会社による学
校設置事業

第１回（１）
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20 兵庫県 相生市
海と森と人が輝く
相生市教育特区

相生市は造船の町として栄えてきたが、近年で
は人口減少が進み、本年３月に中学校１校を廃
校した。当市は、廃校施設の有効活用を図るた
め、不登校生徒等を対象とした株式会社立によ
る広域通信制単位制高等学校を設置する。海に
面していることから、ペーロン体験やヨットなどに
も親しむとともに、ＩＴ教育やサッカーなど多様な
内容をカリキュラムに盛り込むことで特色ある学
習を展開する。これらを通じて、生徒の生きる喜
びや感動を高め、愛着といきがいを育む教育を
行うとともに、地域の活性化も図る。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１４回

21 兵庫県 養父市

響きあう心 拓く
明日 但馬中央の
郷 －養父市教育
特区－

株式会社立の広域通信単位制高等学校を設置
し、学習カリキュラムにボランティア活動を授業
に組み入れ、農林業等の体験学習を行う。地域
の中・高年齢者が指導者となり、全国からやって
くる生徒の体験学習を進め、地域と連携した学
校づくりによる中・高齢者を中心とした「生きが
い・楽しみ・誇り」を醸成する。
また、社会人を中心に福祉・保育・商業・行政

分野での人材育成のための専攻科を設置し、少
子・高齢化の進展に対し発生した福祉・保育の
需要に教育分野と連動し、安心して子育てがで
き、高齢者や障害者等を地域で支えるまちづくり
を推進する。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１３回

22 兵庫県 淡路市 淡路市教育特区

構造改革特区制度「学校設置会社による学校
設置事業（816）」の特例を適用することで、廃校
となった学校施設を利活用した株式会社立の広
域通信制単位制高等学校を設置する。
生徒や関係者が地域の行事に参加することに

よる人的交流の促進、商業施設等の消費の拡
大、加えて、スクーリング時の公共交通機関の
利用促進や体験学習等において地域住民が生
徒等と積極的に関わることによる住民活力の増
進、国際交流活動の促進、グローバル人材の育
成、地域の発展、地域経済の活性化を目標とす
る。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第２７回

23 福岡県
福岡県、福
岡市

福岡アジアビジネ
ス特区

福岡アジアビジネス特区は、アジアビジネスの
拠点を目指すにふさわしい福岡の地域的・歴史
的・経済的な特性を活かすこととする。
外国人研究者や外国人情報処理技術者など

の海外の人材の活用や産学連携の促進、博多
港の港湾機能強化等のための規制の特例を適
用することにより、博多港の国際ゲートウェイ機
能を強化しながら、アジアでのビジネス展開を目
指す国内外の企業やベンチャー企業の集積を
加速させる。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１回（１）

24 福岡県 川崎町
川崎町地産・地
習・e環境教育特
区

川崎町は、炭鉱閉山後の人口流出により高齢
化が進み地域活力が低下し、また、少子化の影
響も受け、町内に６校あった小学校のうち２校が
廃校となった。
そこで、本特例を活用し、通信制高校を設置す

ることにより学習障害や不登校などの特別な教
育を必要とする生徒へ、インターネットを活用し
た通信教育や地域資源を活かしたスクーリング
（藤江氏魚楽園、地産地消型農業等）を行うこと
により遠隔教育を活用して地域活性化を図る。
併せて地域の雇用促進や町外から多くの生徒・
家族、教育関係者などとの交流を図り、地域活
性化を目指す。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１８回
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25 熊本県 山都町
潤い、文楽、そよ
風でつづるまちづ
くり特区

山都町では、少子高齢化や過疎化の進展によ
り、町の基幹産業である農林業を始めとする地
場産業が衰退している。 このため、本町に学校
設置会社による広域通信制高等学校を設置し、
スクーリングなどの機会を通じて地域の社会的
資源や地域人材を活かした教育を提供し、地域
コミュニティーの活性化を図るとともに、農林業な
どの後継者の確保や定住を促進し、地域の活性
化に取り組む。

816
・学校設置会社による学
校設置事業

第１６回
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① 別表１の番号 816

② 特定事業の名称 学校設置会社による学校設置事業
③ 措置区分 法律

④
特区における規制
の特例措置の内容

地方公共団体が教育上又は研究上特別なニーズがあると認める場合には、株式会社に
学校の設置を認める。

⑤ 評価
是正（規制の特例措置の手続を見直すことで弊害の予防等の措置が確保され、是正された
予防等の措置について特区における検証を要するもの）

⑥
⑤の評価の判断
の理由等

規制所管省庁による調査では、以下に掲げるような問題点が認識された。
①学校経営面
・ 通信制高校において特区外の民間教育施設で添削指導等を実施する事例 等
②教育活動面
・ 通信制高校においてメディアを利用した場合の視聴確認や成果確認を行っていない事例
・ 大学において、専任教員や実務家教員の取扱いや、教育課程等に関し疑義が呈される事例 等
③認定地方公共団体（以下、「認定団体」という。）における関係事務の実施状況
・ 高等学校以下の株立学校への評価に関し、評価方法及び公表方法が不適切な事例
・ 学校運営を行う学校設置会社への指導等を適切に行っていない事例 等
一方、評価・調査委員会による調査では、本特例措置の実施により、英語教育、情報通信技術の活

用、不登校生徒の受入れなどの地域の特色ある教育機会を提供する場として教育の多様化が図られ
た例や、生徒の地域行事への参加や世代間交流による地域活性化などの効用が見られた。さらに、
市町村において税収増、スクーリングで訪れる関係者による宿泊需要等の増加、地元人材の雇用創
出等が図られたことも確認された。
このように、本特例措置の効果が認められる一方で問題点も指摘されている以上、全国展開は適切

ではないとの意見で一致した。このため、以下のとおり本特例措置の運用を見直す。

⑧ 全国展開の実施内容 －

⑨ 全国展開の実施時期 －

評価意見

⑦ 今後の対応方針

１ 具体的には、本特例措置の運用を以下のとおり見直す。
生徒等の習熟度合いの多様性にも十分配慮しながら、教育の質の保証を確保しつつ、特区制度の趣
旨に沿った運用が必要である。その際、現に学んでいる児童・生徒・学生や保護者の利益及び安定的
な株立学校の運営の継続に十分配慮するとともに、各株立学校が掲げる教育の目的・内容にも十分
留意しつつ、画一的に新たな基準を課すなど過度の規制強化につながらないようにしなければならな
い。
（１）内閣府は、内閣府通知「株式会社立通信制高校に係る特定事業に関する取扱いについて（通
知）」（平成18年８月１日）を踏まえ、面接指導等（面接指導、添削指導、試験）が特区区域内で行われ
るよう、あらためて認定団体に対して周知・指導する。
（２）規制所管省庁は、適切な教育活動が実現するよう、認定団体に対して周知・指導する。
（３）内閣府及び規制所管省庁は、学校に対する助言指導体制の確保を認定団体に対して要請する。
また、規制所管省庁は、ノウハウの乏しい認定団体に対して、必要な助言を行う。

２ 併せて、新たな特区計画の申請があった場合は、その認定は、
（１）面接指導等（面接指導、添削指導、試験）の特区区域内での実施
（２）認定団体における指導体制の構築
（３）認定団体における評価実施とその結果の公表の徹底
について、認定申請団体に確認した上で行う。
また、規制所管省庁は、認定の同意に当たって、関係法令・通知等を踏まえた適切な教育活動の実

施について助言する。

３ 既設の株立学校の学校法人化が議論となった。規制所管省庁が行った意向調査によれば、特に
高校の多くが学校法人化を希望又は学校法人化に魅力を感じると回答している（小学・高校21校中18
校、大学5校中1校）。
これを踏まえ、規制所管省庁は、学校法人化を希望する学校に対し、新たな学校の「設置」ではなく

「設置者変更」として認可を行うなどのこれまでの制度の弾力化等について情報提供を行う。また、相
談窓口を設けて個別にきめ細かく対応するなど学校から寄せられた懸念の解消に努め、学校法人化
を支援する。特に、認可権者が都道府県の場合、当該都道府県の理解が得られるよう、学校や生徒・
保護者等の立場に立って必要な支援を行う。

４ なお、評価・調査委員会は、適当と認める時期に、上記運用の改善状況及び学校法人化の進捗状
況について規制所管省庁に報告を求めることとする。

⑦参考：平成24年度上半期の評価意見
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導入、さらにインターネット関連の設備・機材・ソフトウエアの導入やさまざまな間接業務の電算処理

を外注化し、浮いた時間や費用を生徒や親へのサービスに充て、顧客満足の増大を図っている。標準的

な作業や単純作業、反復的な作業、その他事務処理を効率的に行なうシステムを数年越しで構築した。

それにより、教職員の事務のミスはなくなり、教職員間、対生徒、対保護者との意思疎通が容易になり、

教務に携わる時間は多くなり、生徒・保護者からも好評をいただくようになった。なお、当社は学校設

置運営を主たる事業として創業しており、それに賛同した者だけが株主として参画している。個々の株

主の持っている意向は定期的な株主総会その他の場で活発に議論され、執行部との事実認識の差異や方

向性の差異は埋めるべく徹底議論を尽くしている。また、株主には普段より学校の様々な行事への出席、

視察の機会を設け、学校の運営の様々な点や経営に関して改善の提案、意見具申をむしろ積極的に受け

付けている。 

 （上田市）本校の趣旨に賛同した人たちに株券を発行するなどの資金調達に努めている。また、校舎は

最低限の補修で使用し、机・椅子・器具などの備品はリサイクルショップなどで中古品を購入し、食器・

書籍などは寄附されたものを使用するなど様々な工夫を凝らして経費削減を図っている。そうした工夫

や努力の結果、単年度黒字を継続できている。

 （南木曽町）学校運営にあたり、常に経費の見直しをしながら、無駄のない運営を心がけている。株主

等利害関係者から、現在取り立てて意見は寄せられていないが、グループ企業が高等学校を運営してい

ることについては、好感度をもって受け入れられている。学校運営にあたり、常に経費の見直しをしな

がら、無駄のない運営を心がけている。

 （豊田市）わかりやすいホームページの作成、丁寧な入学相談など入学希望者増加への工夫、スマート

フォンを利用したレポート提出など教育方法の充実、楽しい授業など、生徒・保護者に支持される取り

組みを実施。地域住民や地域の事業者（体験学習、旅館、バス、弁当など）と連携し、地域から支持さ

れる取り組みをしている。過去 2 期連続で単年度黒字を計上しており、新たな資金調達の必要はない。

株主からは、生徒・保護者のニーズを汲み取るように、地域とともに歩む学校であるように、という意

見をもらっている。

 （志摩市）「環境で育む」をテーマに様々な機関と提携し、専門性の高い教育を提供している。そのため

にコストを抑えられている。また、協力者を増やすことにより自分の学校として様々な面のご協力をい

ただける。株主さんからは応援をいただいている。

 （伊賀市）受益者負担となる授業料や単位認定料を最低限に抑えているため、教職員の給与や福利厚生

費は低く設定され、教育環境整備も必要最低限のものに限っている。

 （高島市）効率的な学校運営のためにした工夫としては、今年からスクーリングのパッケージ化に取り

組んだ。これまでエリアの学習センターで内容を検討して実施しており、この方法は生徒の状況に合わ

せたきめ細かな対応がメリットとしてあったが、内容の検証改善が難しく、効率も少し悪い面があった。

この宿泊スクーリングを過去 3 年のスクーリングの実績からパッケージ化する事により、効率よく運営

することができるようになった。

 （尾道市）生徒の現生活状況や心的状況など（不登校の子どもが多いため）保護者と密な連絡をとった

り、３箇所ある各地の学習センターの担当者とも数度打ち合わせをし、どのタイミングで集中スクーリ

ングに参加させるかなどを検討し、参加率を上げたり、登校してからの配慮をしやすいように事前準備

し、欠席を減らしてスムーズなスクーリング運営を図っており、一律に学年次だけでのグループ分けは

行っておらず、一見手がかかるが、効率を考えると結果的にはうまくいっていると言える。株主等から

は、経営の安定のため、在籍 400 人に向け、新たな努力を求められているところである。

 （南阿蘇村）宣伝広告や施設関係支出の軽減をはかるため、これらの支出は親会社（熊本ゼミナール株

式会社）の一部負担により実施。 今年度、通信制高校部門は赤字が見込まれるが、学校運営会社であ

る株式会社ふりーだむには、４部門（親会社の熊本ゼミナール株式会社の塾教材仕入れ製作部門、英会

話スクール部門、くまもと清陵高校及び厚生労働省基金訓練事業部門）があり、他部門の安定した黒字

運営により、赤字の補填は十分に可能である。また、学校運営会社である株式会社ふりーだむの株主は、

親会社である熊本ゼミナール株式会社が持株１００％となっているので、全面的にくまもと清陵高校を

バックアップする体制はできている。

 （山都町）各個人にあった個別指導、進学から就職までの全ての希望に沿った指導を実施し、他校との

差別化によって集客をしている。
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寧に卒業まで導く学校であり、人数は少ないが卒業率は高く、地域の若者の自立支援に役立っている。

経済的社会的効果としては、国内外の経済状況が激変し、お金では買えない健康で心豊かな人生が望ま

れている現在、資金の流入を図るかつての経済効果ではなく、若者が高校の学歴を得られず、社会に対

する疎外感を持ち犯罪の温床となる状況を阻止し、若年労働力として社会に適応させることで安全安心

な社会の形成に貢献している。暮らしやすい暖かい町は人口の流入も期待できる。 

 （白山市及び川崎町）中途退学を余儀なくされる生徒は近年増えている。公共サービスに近い高等学校

教育の学習から遠ざかる生徒に高校卒業および進学への道を切り開く支援をする通信制高校に対する社

会的ニーズが拡大する一方の中で、供給側である学校の選択肢が広がっていないところに株式会社立学

校の誕生は時代的必然だったと思われる。また増えている発達障害生徒への支援などにも効果を発揮し

てきていると思われる。また働かざるを得ない勤労社会人に機会を提供する上でも、多様な学校の選択

肢を産み出す、株式会社立学校の役割は大きい。

 （上田市）既存の学校システムの中で過ごすことができない子どもたちが増えている中で、本校へ入学

した生徒が、地域・教員・友人との人間的な関わりを経ながら見事に変わって成長し卒業していく姿を

みると、本校が存在することの教育上における意義は大きい。現在の教育システムの中では、学校はど

うしても画一的・閉鎖的になる傾向にあるが、本校においては、地域の行事や体験活動、ボランティア

活動などを通して、人との関わりを学ぶことができており、その教育効果は大きいと考えている。

 （南木曽町）開校 3 年で 600 名を超える生徒が在籍しており、スクーリングで近隣の宿泊施設や地元施

設を利用、商店での買い物などを実施している。それに伴う地元への経済効果があると思われる。生徒

にとっては、「不便なところ」という意見もあるが、「木材でいろいろなものが出来るのを知った」「初め

て人の写っていない写真をとった（自然）」「コンビニのない所でも生活できる」等の意見も寄せられて

いる。

 （豊田市）教育上の効果：閉校した校舎の活用事例の提供、新しい通信制高校の運営、経済的・社会的

効果：地域の活性化（体験学習、旅館、バス、土産物、弁当、警備、警報、防災、など）。

 （志摩市）認可されたことにより、高卒資格付与機関として社会的信用度が上がり、地域コミュニティ

ー構築時非常に円滑に事業が進められるようになった。そのため、コミュニティーで育んでいく学校の

考え方を浸透させやすくなった。地域の交流拠点として本校舎を利用しているため沢山の方々から、様々

な機材等のご寄付をいただいている。

 （伊賀市）子どもたちを取り巻く環境の変化、子どもおよび保護者の価値観の変化に柔軟に対応するこ

とができる。生徒・教員の転入、通信制課程生徒のスクーリング、保護者の来校等で、微小ではあるが

経済的に貢献している。過疎地域において、地域住民との交流機会を持つことで、地域の活性化にも繋

がっている。

 （高島市）多様化する教育ニーズに対して柔軟にスピーディーに対応する事ができると思う。経済的効

果は税金を使うことなく新しい公的な教育を提供する点にあると思う。

 （尾道市）①教育上の効果：地元における不登校、引きこもりの子どもを中心に、教育実績が、中学・

高校の先生に認知され、これらの学校からの紹介を通して入学する生徒が増えた。②経済社会的効果：

集中スクーリングに参加する生徒、同伴で来られる保護者は、市内のホテルに宿泊している。授業も、

寺社めぐり等観光要素も導入しているため、ロープウェイ利用、各寺社への拝観料等、定例的に行われ

ており、蓄積すればかなりの額になる。スクーリングを通してこの街を好きになった多くの保護者がリ

ピーターとなり、度々訪れているという。

 （南阿蘇村）株式会社が高等学校を開校し、民間の視点で教育サービスの充実を図ることは、生徒なら

びに保護者の皆様のメリットになると考える。また、当校の特色として、南阿蘇村のくまもと清陵高校

とは別に、熊本市内にサポート校教育センターを有することにより、双方が随時連携を図りながら生徒

のサポートを行っており、生徒及び保護者に対するメリットは大きいと感じる。スクーリングをはじめ

とする通信制高校としての学校行事はすべて南阿蘇村のくまもと清陵高校で実施し、生徒の基礎学力ア

ップ等のサポートを細かく実施する場所としての役割は、サポート校教育センターが担うこととし、き

ちんと役割分担をして日々の運営を行っている。また、南阿蘇村は村内に大学と高校がある数少ない村

であるにもかかわらず、開校当初は村内での当校の認知度が低かった。そのため、秋の文化祭を始め、

地元で開催されるお祭り等に生徒がボランティアで参加したりと、村との関わりを積極的に増やしてい

くことを念頭において運営してきた。このような活動の甲斐もあり、村内の様々な団体や法人および個
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ともあり、既存の施設・設備が創意ある教育活動に有効に機能している。 

 （深谷市）メリットは不登校生の多様な事情に対応するには、教育上の新しい発想、柔軟性と熱意が大

切である。それを実現するには従来型に縛られない「生徒のための学校」が必要。自由度が高い株式会

社立では可能であること。一方、デメリットは株式会社立高校生は埼玉県の父母負担軽減措置の対象外

であること。父母対象制度本来の趣旨にそった改善を望む。設置形態は、生徒の未来を育むという教育

本来の趣旨からは、問題ではないと考える。その他、面接授業の区域外実施は、授業に変化が期待でき、

経営的に発展が望めようが、地域の生徒たちの安心感等を考慮すると、現状の規制でよいと思う。

 （白山市及び川崎町）生徒達の学習ニーズが多様化の一途をたどっており、公立・私立高校だけではカ

バー仕切れない教育ニーズに応えるために株式会社の学校が果たす役割があると考えている。顧客ニー

ズに応えるために良いサービスを提供し、顧客から感謝していただき、また関係する人たちや機関から

評価をいただくことが私達のメリットである。また、職員が強い社会的使命と動機を得て業務の遂行が

できる点や、当社の目指すことに賛同し、資金と提供している多くの株主の動機が得られる点などもメ

リットとして考えられる。とはいえ、本特定事業の意義、特典は減少化しており、学校法人の設立認可

については、関心を持っている。しかし、「校舎の自己所有要件緩和」などは都道府県では認識されてお

らず、旧態依然とした状況である。特区の株式会社立学校については、学校法人化にあたっても（運営

実績を鑑みて）校舎の自己所有は免除されるなど、配慮してもらえるとうれしい。

 （上田市）学校設置会社という形態でのメリットとしては、認可等が地方自治体ということもあって、

理解や協力が得やすく、また、地域と非常に親密な関係を結びやすく、有機的な関わりができているこ

とである。そのため、コミュニケーション力が不足がちな子どもたちに理想的な教育環境を提供できる

環境になっている。デメリットとしては、税制面・補助金・育英基金・私学助成などで学校法人との待

遇の差が大きいことである。学校法人化については、前向きに検討しているものの、制度の壁の厚さを

感じている。

 （南木曽町）学校設置・運営については、自己所有案件の規定により地方自治体の協力があると迅速に

学校設立のインフラが整い、求める教育が実行できるメリットを感じた。学校法人であるならば、税の

優遇、補助金やスクーリング実施施設面などで株式会社立より優位性があると思われるが、学校法人に

ついて長野県での設置認可基準について伺ったところ、広域通信制の認可要件が他県と異なっており、

このまま法人化した場合他校との競争力の面で同じ土俵に立てないと考えている。株式会社立とはいえ、

必要な都度長野県総務部情報公開課・学課私学係とも相談をさせていただきながら運営しており、生徒

にあった学校運営を求めていきたいと考えている。

 （豊田市）良い経営をすれば経営が安定すると考える。この点は、株式会社であろうと、学校法人であ

ろうと同じ。学校法人になりさえすれば経営が安定すると単純に考えていないが、学校法人化によって、

経営がより安定するのであれば、検討しないというわけではない。現状では、株式会社として公教育に

貢献したいと考えている。ただし、現状、学校設置会社に対し、法人税の優遇措置が無いことは是正さ

れるべきと考える。

 （志摩市）イギリスのイートン校の教頭が以前、イギリスでは助成を受けるか受けないか選択すること

ができ、我々は受けていない。教育的にも、経済的にも自立しているインディペンデンススクールです。

と仰っていた。そのようになれるよう努力している。学校法人化自体は、今後の法人税や、固定資産税

を考えると非常に魅力的だが、学校運営の自由度がどの程度厳しくなるのか勉強中のため判断できない。

 （伊賀市）設立時、制度面や投資額の面で株式会社立が望ましいと判断した。生徒一人ひとりのニーズ

や社会の変化に柔軟に対応していくためには株式会社立が望ましいが、一方で学校法人化すれば、助成

金も得られ、生徒・保護者の負担減、社会的信頼性向上というメリットもあるため、今後各方面の意見

を聞きながら検討したい。

 （高島市）メリットはスピーディーに設立認可される点にあると思う。学校法人かどちらが望ましいか

については検討中である。

 （相生市）本来、民主主義、自由主義を基本におく国では、すべて市場経済に任せるという観点から、

政府の補助金なしで、平等な立場で運営できることが望ましい。安易な補助金頼みの経営は短期的には

いいかもしれないが、補助金制度は、結果的には特権意識、安易感、怠惰、腐敗を生み公正な競争が妨

げられる。バウチャー制度のようなものを導入できることが望ましい。学校法人制度、補助金支給制度

の廃止が望ましい（ただし、就学支援金を生徒に出すことは賛成）。
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＜ポイント＞ 

 経営や教育内容に関する不安や破綻後の受け皿を紹介してほしいなどの回答が見られるが、不安は感じ

ない、考えたことはないとの回答が多く見られる。

＜個別の回答＞ 

 （清水町）学校法人による設置ではないことと聞き、経営状況により、教育の内容が低くなるのではな

いか、と思った。／設置形態は親としてはあまり気にならなかった。／子どもの行きたい学校がたまた

ま株式会社立だった。（不登校経験の保護者はこの意見が多数見受けられた）／学校法人ではない高校だ

と聞き、高校卒業資格が同じかどうか、気になった。／もし倒産したらどうなってしまうのか。／なか

なか学校に足が向かなかった子どもが行けるようになったことに対して、大変感謝している。／普通の

高校では多分続かなかったと思うので、細かいケアがしっかりしていると思う。／

 （川内村）① 不安がある：0 組② 不安はない：47 組③入学前に心配することがあったが、今は何も感

じていない。： 3 組という結果である。

 （高萩市）株式会社が通信制高校の設置・運営であることで、学校経営や日常の教育サービスの運営な

ど経営面について、なにか不安に感じることはありますかというアンケートに対し、Ｑ14（前質問）と

同じく 11 名の回答の結果、感じない・無回答 5、経営状況によって学校が無くなる、また教育内容が低

下する不安 3、学力や進学に対する不安 3であった。

 （つくば市）株式会社であることに対して懸念はなく、学校法人立の私学と同様に考えており、不安感

を持っていることはなかった。

 （塩谷町）保護者①入学前はわら（藁）をもすがる思いであったが、今では進路も決まり、毎日登校で

きるようになった。先生方にとても感謝している。／保護者②不登校だった子どもが「行かなくちゃ」

という気持ちにさせてくれた。１年の時、担任の先生が、粘り強く電話してくれたのが、効果的だった

と考えている。中学では、そこまで生徒一人のために、めんどうをみてくれないので、きめ細やかな指

導はとてもありがたかった。／保護者③学習面については、とても不安を感じていたが、少人数制や日

常のレポート学習が生徒本人にはとても向いていた。また、優しさだけではなく、時には、厳しさも教

えて頂いた。その辺りのさじ加減がとてもよかった。／保護者④行きやすい環境を作ってくれ、先生方

には感謝している。具体的には、きめ細やかな指導と、子どもの話をしっかり聞き、受け止めてくれた。

また、無理強いしないのもよかった。／保護者⑤今でも人間関係で悩むことがあるが、先生方の声掛け

やフォローがあるのがありがたい。また、子ども目線で物事を考えてくれるので、子どもが安心して通

うことができている。／

 （深谷市）生徒、保護者全員が不安は特にないと回答。新しい教育形態として、民間の視点が入ること

はよいと思う。との保護者の意見があった。

 （白山市）教科によって先生不在の曜日があることが少し残念である。

 （上田市）現在の景気状況から、私立学校であることに不安を感じる意見がごく一部にあったが、全体

としては、株式会社が学校の設置・運営者であることに不安等を感じている意見はみられない。

 （南木曽町）＜保護者＞別に不安なことはない。 先生方には色々と配慮していただいて本当に有難く思

っている。（ただ、通信制自体、）毎日通うのではないので、家にいる時間が多くなり不規則な生活をな

ってしまっており、社会に出た時を心配している。学校は生徒数が少ない分、先生方との関わりが多く、

友達のように接してくださっているので安心して通学させている。

 （豊田市）不安に感じることはない（15 件）。／経営状態の悪化等により学生へのフォローが減ったり、

指導内容がおざなりにならないかと心配。／全日制との差を感じる（鉄道会社から学割を断わられる、

各都道府県での助成から除外される等）。／十分個人の質問状態に応じる説明と情報の開示をしていただ

きたい。／

 （伊賀市）株式会社立であることについて、「特に不安を感じない」「気にしていない」との回答が大部

分であるが、会社の倒産や、倒産後の受入れについて不安を感じると答えた人もいる。

 （高島市）学校が実施しているアンケートによれば、保護者の大半は満足をしているという結果が出て

いる。経営面では、運営主体の安定した経営状況について不安視する声はほとんど聞かれない。

 （相生市）株式会社でもあり、うまく経営として成り立つのか不安に感じた。

 （養父市）①特に感じない、無回答 8 人。／②学力や進学に対する不安 3 人。／③経営の悪化によって

学校が存続できなくなる不安 2人。／
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 （尾道市）全く不安を感じたことはない。／世間一般の学校とは全く違った大変素晴らしい学校で心配

していない。／一人一人を大切に、情を大切にする学校は他にない。／素晴らしい教育が展開されてい

るので、心配していない。／たくさんのイベント、合宿等で、子どもが元気になり、精神的にも強くな

っており、ありがたいと思っている。／国などからの支援がもっとあれば、生徒は、もっとよりよい環

境で学習できる。／

 （川崎町）規制緩和要件の多くは目的ではなく、手段である。なかでも本特定要件である「株式会社立

の学校うんぬん」は、地方公共団体が教育上又は研究上特別なニーズを元に設置認可する学校を実現す

るための手段である。しかし、学校法人による通信制高校であるならば、生徒と保護者の学習上のセー

フティネットとして認められる「協力校」制度が認められないことや、私学の各種組織に入れないなど、

前述のとおり、保護者が三重の経済的負担を余儀なくされるなど、生じた成約が生徒の学習権や保護者

の権利を侵す事態になっている。また、国が特区で出来る学校にそもそも何を求めていたのか、中期長

期ビジョンはいかなるものか、その目標値は一体何だったのか、達成度はどうか、今後どうしていきた

いのか、国民や納税者にどう貢献するものと目するのか。それらが問われているのではないか。

 （南阿蘇村）①特に心配していない。くまもと清陵高校は学習塾が母体として経営されており、数多く

の進学実績もあるので、この点は評価している。／②学校設置会社が今後安定して存続していってほし

い。／

 （山都町）株式会社立という不安を感じたことは今までになく、先生達が頑張ってくれているので、学

習に関しても不安などは特にない。
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構造改革特別区域基本方針（抄） 

 

平成 15 年１月 24 日閣議決定 

令和４年 10 月７日最終改正 

 

２．構造改革の推進等のために政府が実施すべき施策に関する基本方針 

（１）基本理念 

③評価の実施 

さらに、特区において実施される規制の特例措置は、その実施の見

込み等を踏まえあらかじめ定めた評価時期に、その実施状況に基づき

評価を行うことにより、特区の成果を着実に全国に広げていくことが

必要である。したがって、規制の特例措置の評価において、特段の問

題が生じていないと判断されたものについては、速やかに全国展開を

推進していくことを原則とする。 

特段の問題が生じているかは、規制の特例措置について全国展開を

行った場合に発生する弊害と効果により、判断するものとする。 

規制の特例措置の全国展開とは、現在、規制の特例措置により実現

している規制改革について、構造改革特別区域計画（以下「特区計画」

という。）の認定制度によらず、当該規制が本来規定されている法律、

政令又は主務省令（告示を含む。以下同じ。）（以下「法令」という。）

の改正等を行うことにより、全国規模で規制改革の成果を享受できる

よう措置することである。 

一方、地域性が強い規制の特例措置については、特区において当分

の間存続させることとする。 

地域性が強い規制の特例措置とは、特区として認定を受けて実施さ

れることにより、地方公共団体による総合的な取組とそれに対する国

の関係機関による援助・協力を推進でき、全国的な規制改革の突破口

というよりは、地域活性化策として意義が大きいものである。 

評価に当たっては、円滑な実施の観点から、供給者の視点のみなら

ず、消費者・需要家の視点をより重視して、規制の特例措置の要件、手

続、関連する規制等について、更なる提案を募集することなどにより、
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特区における実施状況等を踏まえて、必要な見直しを行うものとする。 

  なお、総合特別区域法（平成 23 年法律第 81 号）第 14条の２第４項

又は同法第 37 条の２第４項の適用を受けた規制の特例措置について、

適用を受ける同法第 12 条第１項に規定する国際戦略総合特別区域計

画又は同法第 35 条第１項に規定する地域活性化総合特別区域計画が

認定されている場合には、その実施状況に基づき評価を行う。 

 また、国家戦略特別区域法（平成 25 年法律第 107 号）第 10 条第４

項又は第５項の適用を受けた規制の特例措置について、適用を受ける

同法第８条第１項に規定する区域計画が認定されている場合には、そ

の実施状況に基づき評価を行う。 

さらに、規制の特例措置の適用を受けた特定事業が、地域再生法（平

成 17 年法律第 24 号）第５条第４項第 15号に規定する事項について地

域再生計画に記載され、同法第 17 条の 61 の規定に基づき特区計画の

認定があったとみなされた場合には、当該規制の特例措置について、

その実施状況に基づき評価を行う。 

 

④評価・調査委員会 

このような基本理念に基づき、特区制度を推進するために、構造改

革特別区域推進本部（以下「本部」という。）に、有識者からなる評

価・調査委員会が設置されている。この委員会では、規制の特例措置

の効果等を評価し、その結果に基づき、構造改革の推進等に必要な措

置について、構造改革特別区域推進本部長（以下「本部長」という。）

に意見を述べるとともに、本部長の諮問に応じて新たな規制の特例措

置の整備その他の構造改革の推進等のために講ぜられる施策に係る重

要事項について調査審議する。 

 

（２）提案の募集に関する基本方針 

③評価・調査委員会による調査審議 

ⅰ）本部長の諮問 

本部長は、内閣府と関係府省庁との調整によっては実現しなかっ

た提案のうち、経済的及び社会的に意義があり、専門的知見を活用
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し、又は情勢の推移を踏まえて更に検討を深めることにより、新た

に地域の特性に応じた規制の特例措置を講ずることができる可能性

があるものについて、評価・調査委員会に諮問することとする。 

なお、本部長は、提案のほか、他の関係機関から特区において規

制の特例措置を講ずべき事項について検討を要請された場合には、

この事項についても評価・調査委員会に諮問することができる。 

 

ⅱ）調査審議の方法 

評価・調査委員会で提案について調査審議する場合には、迅速か

つ適確に調査審議を行うため、必要に応じて、提案者、関係府省庁、

有識者等からの意見聴取又は現地調査を実施できるものとする。 

 

ⅲ）意見の扱い 

本部は、評価・調査委員会から本部長に意見が提出された場合に

は、上記②ⅰ）のア）～ウ）及びⅱ）の基準に基づき、評価・調査委

員会の意見に関する対応方針を決定するものとする。 

 

（３）評価に関する基本方針 

①評価のスケジュール 

毎年度原則として２月末までに行うものとする。 

 

②評価基準 

ⅰ）規制の特例措置の在り方に関する評価基準 

規制の特例措置の在り方について、以下の基準により評価を行う。 

ア）全国展開 

以下のいずれかの場合。ただし、イ）又はウ）の基準に該当する

場合を除く。 

ａ 弊害が生じていないと認められる場合 

ｂ 弊害が生じていても、規制の特例措置の要件、手続を見直

すことで弊害の予防等の措置が確保され、かつ、見直された

予防等の措置について特区における検証を要さないと認めら
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れる場合 

ｃ 弊害が生じていても比較的微小であり、規制の特例措置を

全国展開した場合の効果と比較検討し、効果が著しく大きい

と認められる場合 

イ）特区において当分の間存続 

地域性が強い、すなわち、特区として認定を受けて実施される

ことにより、地方公共団体による総合的な取組とそれに対する国

の関係機関による援助・協力を推進でき、全国的な規制改革の突

破口というよりは、地域の活性化として意義が大きいと認められ

る場合 

ウ）拡充 

規制の特例措置の要件又は手続が過剰なものになっていないか

等の観点からの提案（以下「拡充提案」という。）等に基づき、規

制の特例措置の要件又は手続を緩和又は変更する場合であって、

当該緩和又は変更した要件又は手続について特区における検証を

要すると認められる場合 

エ）是正 

弊害が生じていても、規制の特例措置の要件又は手続を見直す

ことで弊害の予防等の措置が確保され、是正又は追加された予防

等の措置について特区における検証を要すると認められる場合 

オ）廃止 

弊害が生じており、かつ、規制の特例措置の要件又は手続を見

直すことで予防等の措置を確保することが困難と認められる場合 

 

ⅱ）関連する規制等の改革に関する評価基準 

また、当該規制の特例措置に関連する規制等の改革について、関

連する規制等が妨げとなっていないか等の観点からの提案（以下「関

連提案」という。）等があった場合には以下の基準により評価を行

う。 

ア）提案の募集に基づき講ずることとなった措置 

ａ 特区において講ずることとなった規制の特例措置 
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ｂ 全国で実施することとなった規制改革 

ｃ その他提案を実現するための措置 

イ）関係府省庁において今後前向きに検討を進める規制等の改革 

 

③評価時期の設定 

評価時期は一律に定めるのではなく、特区において適用が見込まれ

る時期、その効果が判明することが見込まれる時期等を踏まえ、規制

の特例措置ごとに設定するものとする。 

そのため、関係府省庁の長は、規制の特例措置について、適用され

る特区計画が初めて認定された場合には、当該特区計画における目標、

特定事業の内容、開始の日等を踏まえ、当該特区計画の認定から１か

月以内に調査スケジュールを作成し、本部に提出しなければならない。 

評価・調査委員会は、関係府省庁から提出された調査スケジュール

を踏まえ、必要に応じて関係府省庁から意見を聴取した上で、規制の

特例措置の評価時期を検討し、本部長に意見を提出するものとする。 

本部長は、評価・調査委員会の意見を踏まえ、規制の特例措置の評

価時期を決定するものとする。 

 

④拡充提案・関連提案の募集 

評価を予定する規制の特例措置について、拡充提案及び関連提案を

募集するものとする。 

そのため、内閣府は、当該規制の特例措置の評価が開始されるまで

の間に、その旨を公表し、提案を募集する。その際、地方公共団体に対

して、積極的な提案を促すことに努めるものとする。 

拡充提案及び関連提案については、通常の提案と同じ検討基準及び

検討プロセスにより処理するものとし、その結果について、内閣府は、

評価・調査委員会に報告するものとする。 

 

⑤ニーズ調査の実施 

評価を予定する規制の特例措置のうち実施が少ないものについては、

評価に至る前に、内閣府は、更なる実施の可能性について調査（以下
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「ニーズ調査」という。）を行うものとする。 

評価・調査委員会は、ニーズ調査の結果、実施の増加が見込まれず、

また、拡充提案がない規制の特例措置については、予定していた評価

を行わないことができるものとし、その場合には、関係府省庁にその

旨通知するものとする。その際、内閣府は、あらかじめ関係府省庁の

意見を求め、その結果を評価・調査委員会に報告するものとする。 

また、評価を予定する規制の特例措置のうち、活用実績が無いもの

については、内閣府はニーズ調査を行わないことができるものとする。 

 

⑥評価の方法 

関係府省庁の長は、評価の対象となった規制の特例措置について、

③で決定された評価時期に、法第 48条第１項に基づき規制の特例措置

の適用状況について調査を行い、その結果を本部に報告しなければな

らない。 

関係府省庁の長は、調査に当たって、規制の特例措置による弊害の

発生の有無に基づき、全国展開により発生する弊害について立証責任

を有するものとし、また、弊害の発生の有無の判断に資する情報を最

大限把握するものとする。 

この関係府省庁の長の調査に加えて、評価・調査委員会は、規制の

特例措置を全国展開することによる効果、地域性が強い規制の特例措

置かどうか等について独自の調査を行うものとする。 

評価・調査委員会は、これらの結果等を踏まえ、規制の特例措置に

関する評価を行い、本部長に意見を提出するものとする。本部は、評

価・調査委員会の意見を踏まえ、対応方針を決定するものとする。 

ⅰ）調査票の作成 

評価に当たって、評価・調査委員会は、評価を予定する規制の特

例措置について、評価の開始の３か月前までに関係府省庁に通知す

るものとする。通知を受けた関係府省庁は、評価の開始の２か月前

までに調査の内容、方法及び対象を記載した調査票を作成して評価・

調査委員会に提出しなければならない。 

評価・調査委員会は、関係府省庁の調査票を踏まえて、評価・調査
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委員会の調査票を作成するものとする。その際、評価・調査委員会

は、必要に応じて関係府省庁の調査票に対して意見を述べるものと

する。 

 

ⅱ）調査結果の取りまとめ 

評価の対象となった規制の特例措置について、これらの調査票は、

調査の対象となる規制の特例措置に係る特区計画の認定を受けてい

る地方公共団体（以下「認定地方公共団体」という。）、実施主体又

は関係者に対して時間的余裕を持って周知するものとし、調査結果

は、評価の開始から２か月後までに取りまとめるものとする。なお、

評価・調査委員会は、独自の調査に当たっては、認定地方公共団体、

実施主体又は関係者からの意見聴取又は現地調査を実施できるもの

とする。 

関係府省庁は、弊害について調査・報告する場合においては、そ

の弊害の予防のための運用の改善及び是正措置の可能性等も併せて

報告するよう努めるものとする。 

 

ⅲ）評価意見の提出 

評価・調査委員会は、関係府省庁の長の調査結果及び独自の調査

結果を踏まえ、また、必要に応じて関係府省庁から意見を聴取した

上で、②の評価基準に基づき評価を行い、本部長に意見を提出する

ものとする。 

本部は、評価・調査委員会の意見を踏まえ、②の基準に基づき、評

価に関する対応方針を決定する。 

 

⑦総合特区において適用された規制の特例措置の評価 

総合特別区域法第 14 条の２第４項又は同法第 37 条の２第４項の適

用を受けた規制の特例措置について評価を行う場合には、①から⑥ま

での事項に準じて評価を行うものとする。 

 

⑧国家戦略特区において適用された規制の特例措置の評価 
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国家戦略特別区域法第 10 条第４項又は第５項の適用を受けた規制

の特例措置について評価を行う場合には、①から⑥までの事項に準じ

て評価を行うものとする。 

 

⑨地域再生計画に記載され特区計画の認定があったとみなされた場合

の規制の特例措置の評価 

規制の特例措置の適用を受けた特定事業が、地域再生法第５条第４

項第 15号に規定する事項について地域再生計画に記載され、特区計画

の認定があったとみなされた場合の当該規制の特例措置について評価

を行う場合には、①から⑥までの事項に準じて評価を行うものとする。 

 

（５）関係府省庁の対応状況のフォローアップに関する基本方針 

内閣府は、提案を受けて全国で実施された規制改革及び現行制度で対

応可能と判断された事項並びに全国展開された規制の特例措置について、

その実施に当たり問題が生じていないかフォローアップ調査を行い、問

題が生じている場合には、関係府省庁と調整を行う。 

また、内閣府は、関係府省庁との調整によっては実現しなかった提案

について、関係府省庁の協力を得つつ、定期的にフォローアップを行い、

実現に向けた取組が成されるものについては、内閣府のホームページに

掲載するとともに、当該提案をした者に対し通知する。 

 

（６）構造改革実現のための情報提供、相談機能の強化と関連する施策

との連携に関する基本方針 

②国家戦略特区制度との連携 

 構造改革の推進のため、国家戦略特区制度と相互の有機的な連携を

図るものとし、国家戦略特別区域法第５条第７項の規定による募集に

応じ行われた提案であって、同法第 38 条の規定に基づき、構造改革の

推進等に資するものとして法第３条第４項に規定する提案とみなされ

たものについては、同項の規定に基づき、必要な措置を講ずることと

する。 
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３．特区計画の認定に関する基本的な事項 

（１）特区計画の認定に関する基本方針 

⑩認定特区計画の実施の状況の調査及び措置要求 

規制の特例措置が特区内において適切に実施されているか、特区計

画に記載されているような効果をあげているか、について調査し、必

要に応じて規制の特例措置の是正又は廃止や、特区計画の改善の要求

又は認定の取消しに係る判断の材料とする。 

このため、内閣総理大臣は、必要に応じて認定地方公共団体におけ

る特区計画の実施の状況について調査を行い、特区計画の変更等が必

要であると認められる場合には、法第８条第１項に基づく措置を講ず

るものとする。なお、内閣総理大臣が法第８条第１項に基づく措置を

講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員会の意見を求めるもの

とする。 

また、関係府省庁の長は、必要に応じて規制の特例措置の実施状況

について調査を行い、当該規制の特例措置の適正な適用を地方公共団

体に求めることが必要であると認められる場合には、法第８条第２項

に基づく措置を講ずるものとする。なお、関係府省庁の長が法第８条

第２項に基づく措置を講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員

会の意見を求めるものとする。 

 

⑪認定特区計画の取消し 

法第８条第１項又は第２項に基づく措置等にもかかわらず、規制の

特例措置の実施による弊害等の発生が認められること、規制の特例措

置の効果が認められないこと等により、特区計画の認定の取消しが必

要な場合には、内閣総理大臣は当該地方公共団体に対して法第９条に

基づく措置を講ずるものとする。内閣総理大臣が法第９条に基づく措

置を講ずる場合には、本部を通じて評価・調査委員会の意見を求める

ものとする。 

 

４．構造改革の推進等に関し政府が講ずべき措置についての計画 
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（２）評価等に基づき政府が講ずることとなった措置 

①全国展開することとなった規制の特例措置 

特区で実施する規制の特例措置について、本部において上記２．（３）

②ⅰ）ア）の評価基準に基づき評価の対応方針が決定されたもの及び

関係府省庁が自ら全国展開するとしたものについては、別表１から削

除するとともに、実施時期、全国展開の実施内容を明示して、別表２

として決定し、必要な法令の改正等を行うものとする。なお、関係府

省庁が自ら全国展開しようとする場合には、内閣府は必要に応じて関

係府省庁とともに評価・調査委員会にその旨報告するものとする。 

関係府省庁は、その作成する規制の特例措置を定める法令の改正案

と別表２の内容が合致したものとなるよう、内閣府と所要の調整を行

うものとする。 

上記法令の改正等に当たって、関係府省庁は、既に認定されている

特区計画において実施されている規制の特例措置について、実施主体

に対して新たな許認可の申請を求めない等の実施の継続が円滑に行わ

れるよう措置しなければならない。 

なお、関係府省庁は、別表２に定める事項及びこの内容に合致して

定められる法令で規定する条件以上のものを、通達等により付加しな

いものとする。 

 

②拡充、是正又は廃止等をすることとなった規制の特例措置 

本部において２．（３）②ⅰ）ウ）、エ）又はオ）の評価基準に基づ

き評価の対応方針が決定されたもの及び関係府省庁が自ら拡充すると

したものについては、別表１を改定するとともに、必要な法令の改正

等を行うものとする。なお、関係府省庁が自ら拡充しようとする場合

には、内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに評価・調査委員会に

その旨報告するものとする。また、規制の特例措置の前提となる制度

自体が廃止又は抜本的に変更されることにより、規制の特例措置の必

要性もなくなる場合には、内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに

評価・調査委員会にその旨報告するものとする。 

関係府省庁は、その作成する規制の特例措置を定める法令の改正案
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と改定される別表１の内容が合致したものとなるよう、内閣府と所要

の調整を行うものとする。 

なお、関係府省庁は、別表１に定める事項及びこの内容に合致する

よう定められる法令で規定する条件以上のものを、通達等により付加

しないものとする。 

 

③関連する規制等の改革 

本部において規制の特例措置に関連する規制等の改革を実施するも

のとして評価に関する対応方針が決定された場合及び関係府省庁が自

ら関連する規制等の改革を実施するとした場合は、特区において講ず

るものについては上記（１）①と同様の取扱いを、全国で実施するも

のについては上記（１）②と同様の取扱いを、その他のものについて

は上記（１）③と同様の取扱いを、それぞれ行うものとする。なお、関

係府省庁が自ら関連する規制等の改革を実施しようとする場合には、

内閣府は必要に応じて関係府省庁とともに評価・調査委員会にその旨

報告するものとする。 

 

（３）透明性の確保 

特区制度の運用に当たっては、制度の各プロセスにおいて、第三者の

目を通じた客観的な評価を可能とするため、インターネット等を活用し、

関係資料をできる限り公開することとする。 

具体的には、提案の募集・検討に関する事務、関係府省庁との調整状

況、規制の特例措置の追加等に関する基本方針の変更、特区の認定に関

する事務、規制の特例措置の評価等に関係する会議の構成員、会議資料、

議事録等に関する資料については、本部のホームページ等を活用し、迅

速に公開することを原則とする。 




